
Ⅰ．背景・目的

現在，日本全国で農林業を中心としたさまざまな場所で野生鳥
獣による被害が多発している。

それに伴い，被害への対策という名目でのジビエ利用が推進さ
れており，ジビエの取り扱い量は全国的に増加している（8，9）。
農林水産省の野生鳥獣資源利用実態調査によれば，ジビエ利用頭
数は2016年にシカ，イノシシ，その他合わせて約89 , 000頭であっ
たのが，2022年度には倍近くの158 , 000頭まで増加している（8）。
推移を示したグラフを図‒1 に示す。

処理加工施設数に関しても増加の一途を辿っている状況であり，
ジビエ利用は現在拡大しているといえる（10）（図‒2）。

ただ，ジビエを利用する理由はそのような被害対策には限られ
ない。ジビエの持つ食品としてのポテンシャルの追求，海外文化
への憧れ等，さまざまな理由があると考える。しかし現在の日本

におけるジビエという存在は，先述のような鳥獣害と結びつけた
ものが多い印象を受ける。先述の野生鳥獣資源利用実態調査によ
ればジビエ利用頭数のうちシカ，イノシシは 2016 年から 2022 年
に至るまで合わせて 90％程度を維持している。

日本においてジビエそのもの，“ ジビエ ” というワードが一般
市民やその他の環境でどのような立ち位置にいるのかを明らかに
していきたい。また，主題を「なぜ“ジビエ ”を使いたがるのか」
と設定したが，これはジビエというワードそのものが野生鳥獣肉
の利用にどのように影響しているのかという意味を含む。

Ⅱ．調査方法

新聞記事や論文データベース等を参照し，日本においてジビエ
がどのような立ち位置にいるのかについて情報を収集した。新聞
記事は朝日新聞，毎日新聞，南日本新聞のものを収集した。それ
ぞれ，朝日新聞クロスサーチ（1），毎索（5），南日本新聞デー
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図‒1．ジビエ利用頭数の推移
（農林水産省野生鳥獣資源利用実態調査統計表より筆者作成）

図‒2．処理加工施設数推移
（農林水産省野生鳥獣資源利用実態調査統計表より筆者作成）
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各分野の各年出版数を図‒5，図‒6，図‒7 に示す。
論文総数の最も多かった 2018 年に多いのは農業分野，食肉・

畜産分野，野生生物・自然科学分野，人獣衛生分野，政策・生活・
経済分野であった。この年に論文が多い理由として，国産ジビエ
認証制度の制定及び運用の開始（7）が要因の一つとして挙げら
れる可能性がある。

Ⅳ．考察

1.	新聞記事を参照した結果・考察
いずれも 2000 年初頭頃に野生鳥獣を利用した肉や料理を「ジ

ビエ」と称するようになったことがわかった。
そしてその後 2005 年を境に鳥獣被害と結びつけた存在という

意味合いが強くなってきたようだが，これは長野県信州を中心に
広まっていったということがわかった。尚，信州で何があったの
かについて，信濃毎日新聞の記事も同様に収集していく予定であ
る。

2018 年をピークにジビエに関する記事が減少傾向にあること
がわかった。これはジビエが一般に認知されるようになったとも
考えられるが，国産ジビエ認証制度の制定も関係していると考え
る。

国産ジビエ認証制度は，2018 年に農林水産省が制定，運用を
開始したもので，流通するジビエの安全性を向上させ，流通経路

等の透明性の確保を図ることが目的のもので，日本全国共通の制
度である。認証を受けることにより商品の差別化を図ることがで
き，全国共通のものであるため全国規模の取引において特に有利
になるというメリットがある。また，定期監査を受ける必要があ
り，継続的な衛生管理基準の遵守も可能となる。

この制度はシカ及びイノシシの処理施設を対象としたものであ
り，他の野生鳥獣のみを処理する施設は申請することができない。
このことも日本においてジビエが野生鳥獣被害と結びついている
印象を受ける要因になっていると考える。

2.	CiNii を参照した結果・考察
新聞記事と同様，論文全体の総数は 2018 年まで増加，そこを

ピークに減少傾向にあることがわかった。この要因について国産
ジビエ認証制度の運用開始が考えられるが，その後の減少理由に
ついては今後調査を行いたい。

国産ジビエ認証制度についての内容のものは 3 件であり，いず
れも2018年に発表されたものである。農林水産専門誌である「週
刊農林」における『ジビエ普及・振興に向けた動き	国産ジビエ
認証制度で安全確保』，畜産技術協会出版「畜産技術」における

『国産ジビエ認証制度の制定について』，園芸専門誌である「農
耕と園藝」における『国産ジビエ認証制度の制定について』であ
るが，この 3 件のみが 2018 年に突出して論文数が多い理由には
数理的になり得ない。この年の論文の分類には以上の 3 件を除い
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図‒4．学術論文・専門誌・一般誌・総数の各年出版数
（CiNii	Research での検索結果をもとに筆者作成）

図‒5．紀要等，農業，森林林業分野の出現推移
（CiNii	Research での検索結果をもとに筆者作成）

図‒6．食肉・畜産，食品，野生生物・自然科学分野の出現推移 図‒7．人獣衛生，政策・生活・経済，文化，その他分野の出現推移
（CiNii	Research での検索結果をもとに筆者作成）

タベース（6）を利用した。論文のデータベースは国立情報学研
究所運営 CiNii	Research を利用した（4）。

いずれの新聞も「ジビエ」というワードで検索をかけ，登場が
何年か，登場した数がどのような推移を見せているか調べた。そ
の中でジビエという文字を含む地名や人名といったこの研究にお
けるジビエとは関係のないワードを含む内容のものも多数存在し
たが，そのような新聞記事は除いている。これは CiNii での調査
でも同様である。

CiNii での情報収集では，新聞記事と同様，ジビエというワー
ドが出現した論文を全てリストアップし，その論文の収録刊行物
にフォーカスを当てた。学術論文であるか，専門誌であるか，一
般紙であるかという分類，その収録刊行物がどのような内容の論
文を扱っているかという分類を行った。

Ⅲ．調査結果

1.	新聞記事の情報収集に関して
1.	1 　朝日新聞での収集結果

まず朝日新聞についてである。1997 年に初めてジビエという
ワードが登場した。登場してからしばらくは料理店の紹介であっ
たり，季節のものの紹介といったような内容の記事が登場して
いく。例えば 1997 年 12 月 17 日『クリスマスディナーはなぜ高
いの？（モノわかりのいい話）』，2000 年 11 月 20 日『鴨肉のテ
リーヌ　伊藤哲也（もぎたてレシピ）／北海道』等である。そし
て 2005 年に長野県信州を中心として野生鳥獣による被害への対
策という形でのジビエが謳われるようになる。その類の記事で最
初に出てきたのが 2005 年 3 月 18 日『信州の「ジビエ料理」広め
よう　長野でフェア，コンクールも／長野』であった。その後そ
のような内容の記事を含むさまざまな記事が増加していき，2018
年をピークに記事は減少していった。
1.	2 　毎日新聞での収集結果

毎日新聞では，1996年に初めてジビエというワードが登場した。
その頃の内容は朝日新聞と同様のような，料理店の紹介といった
内容のものが多く，やはり 2005 年に鳥獣害と結びつけたジビエ
が記事に取り上げられるようになる。その後の動向も朝日新聞と
同様の推移を見せており，2018 年を境に記事は減少している。
1.	3 　南日本新聞での収集結果

鹿児島県の南日本新聞における推移についてである。初めて
ジビエというワードが登場したのは 2002 年で，鳥獣害と結びつ
けた記事が登場したのは朝日新聞，毎日新聞に比べ 6 年遅れて
2011 年であった。なお，その記事は『［議会］伊佐市』であり内
容には『「長野県にならい，ジビエ料理を積極的に推進してはど
うか」との質問には，「捕獲したシカ，イノシシが食用として流
通すれば，猟も経済活動として成立する。今後，県へ積極的に働
きかけていきたい」』という記述が見られた。その後は増減を見
せつつも数量のピークは朝日新聞，毎日新聞と同様2018年であっ
た。

各新聞での各年 “ ジビエ ” 出現数を図‒3 に示す。

2.	CiNii での情報収集に関して
2.	1 　総数について

論文の総数は 289 件であった。推移は，2001 年に初めてジ
ビエというワードを含む論文が出現し，その後 5 年間間が空き，
2006 年に再び登場する。この 2006 年の論文は鳥獣害と結びつけ
た内容であり，農業関係の月刊誌である「現代農業」中で公開さ
れたものである。タイトルは「害獣のシカ・イノシシが優雅に変
身	ジビエ料理」とされていた。その後の論文でも，地域復興や
野生鳥獣管理とは直接的に関係のないような，例えば調理関係の
ものや処理加工についてのものでも研究背景に野生鳥獣被害を問
題視する意見をまず述べるものが殆どである。例えば，川上ほか

（2013）は，趣旨はシカの食肉としての嗜好性の改良を試みると
いった内容のものであるが，研究目的でシカという生き物を害獣
として捉える記述がなされている（2）。また，坂田ほか（2013）
は食肉加工の段階で残血を問題として取り扱うものであった
が，研究背景でシカの個体数調整や有効活用といった記述がな
されている（3）。そして論文の数は増加を続け，新聞記事と同
様，2018 年がピークになっている。ただ論文については 2018 年
が「ピーク」というよりは他の年に比べ突出して論文の数量が多
い。
2.	2 　内訳（学術論文，専門誌，一般誌）

その内訳だが，学術論文，専門誌，一般誌に分けて推移を確認
した。学術論文と専門誌と一般誌の総数がそれぞれ 89 件，185 件，
15 件であった。2013 年ごろまではいずれの論文もジビエが執筆
対象であるものは少数だったが，それからは増減を見せつつも一
定数の存在が確認された。専門誌に関しては 2018 年が突出して
多数ではあるが，それ以外の 2014 年以降の数量は 15 件程度の論
文が安定して確認された。学術論文は 2018 年を境に緩やかに減
少傾向にある。

論文の総数・内訳別の推移を図‒4 に示す。
2.	3 　収録刊行物の分類

次にそれぞれの収録刊行物がどのような内容のものを扱うもの
であったか分類し，それぞれどのような増減を見せているか整理
した。被害に直接あっている立場の分野というよりはジビエその
ものを扱う，関わる立場の分野のもの，例えば，調理や食品加工，
衛生的な関わりを持つ分野が総数は多い。
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図‒3．朝日・毎日・南日本新聞における各年 “ ジビエ ” 出現数
（朝日新聞クロスサーチ，毎索，南日本新聞データベースでの検

索結果をもとに筆者作成）
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数理的になり得ない。この年の論文の分類には以上の 3 件を除い
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図‒4．学術論文・専門誌・一般誌・総数の各年出版数
（CiNii	Research での検索結果をもとに筆者作成）

図‒5．紀要等，農業，森林林業分野の出現推移
（CiNii	Research での検索結果をもとに筆者作成）

図‒6．食肉・畜産，食品，野生生物・自然科学分野の出現推移 図‒7．人獣衛生，政策・生活・経済，文化，その他分野の出現推移
（CiNii	Research での検索結果をもとに筆者作成）

タベース（6）を利用した。論文のデータベースは国立情報学研
究所運営 CiNii	Research を利用した（4）。

いずれの新聞も「ジビエ」というワードで検索をかけ，登場が
何年か，登場した数がどのような推移を見せているか調べた。そ
の中でジビエという文字を含む地名や人名といったこの研究にお
けるジビエとは関係のないワードを含む内容のものも多数存在し
たが，そのような新聞記事は除いている。これは CiNii での調査
でも同様である。

CiNii での情報収集では，新聞記事と同様，ジビエというワー
ドが出現した論文を全てリストアップし，その論文の収録刊行物
にフォーカスを当てた。学術論文であるか，専門誌であるか，一
般紙であるかという分類，その収録刊行物がどのような内容の論
文を扱っているかという分類を行った。

Ⅲ．調査結果

1.	新聞記事の情報収集に関して
1.	1 　朝日新聞での収集結果

まず朝日新聞についてである。1997 年に初めてジビエという
ワードが登場した。登場してからしばらくは料理店の紹介であっ
たり，季節のものの紹介といったような内容の記事が登場して
いく。例えば 1997 年 12 月 17 日『クリスマスディナーはなぜ高
いの？（モノわかりのいい話）』，2000 年 11 月 20 日『鴨肉のテ
リーヌ　伊藤哲也（もぎたてレシピ）／北海道』等である。そし
て 2005 年に長野県信州を中心として野生鳥獣による被害への対
策という形でのジビエが謳われるようになる。その類の記事で最
初に出てきたのが 2005 年 3 月 18 日『信州の「ジビエ料理」広め
よう　長野でフェア，コンクールも／長野』であった。その後そ
のような内容の記事を含むさまざまな記事が増加していき，2018
年をピークに記事は減少していった。
1.	2 　毎日新聞での収集結果

毎日新聞では，1996年に初めてジビエというワードが登場した。
その頃の内容は朝日新聞と同様のような，料理店の紹介といった
内容のものが多く，やはり 2005 年に鳥獣害と結びつけたジビエ
が記事に取り上げられるようになる。その後の動向も朝日新聞と
同様の推移を見せており，2018 年を境に記事は減少している。
1.	3 　南日本新聞での収集結果

鹿児島県の南日本新聞における推移についてである。初めて
ジビエというワードが登場したのは 2002 年で，鳥獣害と結びつ
けた記事が登場したのは朝日新聞，毎日新聞に比べ 6 年遅れて
2011 年であった。なお，その記事は『［議会］伊佐市』であり内
容には『「長野県にならい，ジビエ料理を積極的に推進してはど
うか」との質問には，「捕獲したシカ，イノシシが食用として流
通すれば，猟も経済活動として成立する。今後，県へ積極的に働
きかけていきたい」』という記述が見られた。その後は増減を見
せつつも数量のピークは朝日新聞，毎日新聞と同様2018年であっ
た。

各新聞での各年 “ ジビエ ” 出現数を図‒3 に示す。

2.	CiNii での情報収集に関して
2.	1 　総数について

論文の総数は 289 件であった。推移は，2001 年に初めてジ
ビエというワードを含む論文が出現し，その後 5 年間間が空き，
2006 年に再び登場する。この 2006 年の論文は鳥獣害と結びつけ
た内容であり，農業関係の月刊誌である「現代農業」中で公開さ
れたものである。タイトルは「害獣のシカ・イノシシが優雅に変
身	ジビエ料理」とされていた。その後の論文でも，地域復興や
野生鳥獣管理とは直接的に関係のないような，例えば調理関係の
ものや処理加工についてのものでも研究背景に野生鳥獣被害を問
題視する意見をまず述べるものが殆どである。例えば，川上ほか

（2013）は，趣旨はシカの食肉としての嗜好性の改良を試みると
いった内容のものであるが，研究目的でシカという生き物を害獣
として捉える記述がなされている（2）。また，坂田ほか（2013）
は食肉加工の段階で残血を問題として取り扱うものであった
が，研究背景でシカの個体数調整や有効活用といった記述がな
されている（3）。そして論文の数は増加を続け，新聞記事と同
様，2018 年がピークになっている。ただ論文については 2018 年
が「ピーク」というよりは他の年に比べ突出して論文の数量が多
い。
2.	2 　内訳（学術論文，専門誌，一般誌）

その内訳だが，学術論文，専門誌，一般誌に分けて推移を確認
した。学術論文と専門誌と一般誌の総数がそれぞれ 89 件，185 件，
15 件であった。2013 年ごろまではいずれの論文もジビエが執筆
対象であるものは少数だったが，それからは増減を見せつつも一
定数の存在が確認された。専門誌に関しては 2018 年が突出して
多数ではあるが，それ以外の 2014 年以降の数量は 15 件程度の論
文が安定して確認された。学術論文は 2018 年を境に緩やかに減
少傾向にある。

論文の総数・内訳別の推移を図‒4 に示す。
2.	3 　収録刊行物の分類

次にそれぞれの収録刊行物がどのような内容のものを扱うもの
であったか分類し，それぞれどのような増減を見せているか整理
した。被害に直接あっている立場の分野というよりはジビエその
ものを扱う，関わる立場の分野のもの，例えば，調理や食品加工，
衛生的な関わりを持つ分野が総数は多い。
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図‒3．朝日・毎日・南日本新聞における各年 “ ジビエ ” 出現数
（朝日新聞クロスサーチ，毎索，南日本新聞データベースでの検

索結果をもとに筆者作成）
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Ⅰ．はじめに

新型コロナウイルス感染症（COVID- 19）の全国的な蔓延によ
る外出自粛の要請等をきっかけに猫の飼育者が増加した。一般社
団法人ペットフード協会の「2022 年（令和 4 年）全国犬猫飼育
実態調査結果」では，2021 年の新規飼育者の飼育頭数は 48 万頭
であり，2013 年から 2022 年の 10 年で最多頭数であった。猫の
飼育者が増加したため，猫の飼育には欠かせない猫砂を購入する
人も増加している。猫砂には木材を使った木製猫砂があり，猫砂
を通して飼育者に木製品を身近に感じられる可能性がある。

猫砂に着目した既住研究としては，石川（1999）による猫が好
む猫砂がどのような砂なのか 5 種類の商品を比較した研究がある
が，木製猫砂そのものや，猫砂の種類による販売状況の違いに着
目した報告はない。そこで本研究では猫砂を販売している小売店
における木製猫砂の販売状況，また小売店が木製猫砂に対しどの
ように考えているか，今後も取り扱う意志があるのかについて明
らかにする。

Ⅱ．猫砂と猫の排泄箱の概要

猫砂とは猫のトイレに用いられる砂である。猫砂が使われる目
的として自身の排泄物を砂に埋めて隠す猫の習性による排泄のし
やすさと消臭が挙げられる。猫砂の粒の大きさや重さ，性質は商
品により異なる。猫が好む猫砂は石川（1999）によると手触りが
硬く粒が小さく，重い，無臭，脱臭能脱がある猫砂であること
がわかっている。販売形態として猫砂は袋に入れて販売されて
おり，容量は L 単位の商品が多いが，稀に kg 単位の商品がある。

価格 .com - 猫砂製品一覧から商品を原料別に分け，その原料の
種類別製品数をまとめた。猫砂の原料種類は主に 5 種類で鉱物製，
紙製，おから製，シリカゲル製，木製である。原料の種類別製
品数から商品数の原料種類別割合を出した（図‒1）。原料の種類
別製品数 1 位は紙製 30％，2 位は木製 27％，3 位は鉱物製 17％，
4 位はおから製 10％であった。

また，価格 .com - 猫砂製品一覧から製品の容量について調査
したところ 2 L~ 35 L の商品があり，その最頻値を求めると 7 L
となった。更に 2 番目の最頻値は 6 L であった。百分率で表すと，
7 L は 25％，6 L は 16％であった。

猫の排泄箱は 2 種類あり，この種類で猫砂に求められる性質が

速　報

木製猫砂販売の現状＊1

―鹿児島市内の小売店を対象とした事例調査から―

新村日奈子＊ 2・奥山洋一郎＊ 2・滝沢裕子＊ 2

新村日奈子・奥山洋一郎・滝沢裕子：木製猫砂販売の現状―鹿児島市内の小売店を対象とした事例調査から―　九州森林研究　 77：145
－ 147，2023　新型コロナウイルス感染症（COVID- 19）の全国的な蔓延による外出自粛の要請等をきっかけに猫の飼育者が増加した。
猫の飼育者が増加したため，猫の飼育には欠かせない排泄用砂（猫砂）を購入する人も増加している。猫砂には木材を使った木製猫砂
があり，猫砂原料の中でも売上は中位から上位である。本研究が対象とした木製猫砂を取り扱っている鹿児島市内の小売店では，猫砂
はこれからも売上が期待できるという回答が多く購入者がいる限り木製猫砂を今後も取り扱おうと考えていることが本研究から明らか
になった。今後の課題は，木製猫砂の商品が購入者からどのように評価されているのか，環境への配慮が購入意欲につながっているの
かについての調査や製造している会社に製造コストなどの聞き取り調査を行い，木製猫砂への評価や木製猫砂を製造している会社の実
態を明らかにすることである。
キーワード：木製猫砂，販売，小売店
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for the retail store in Kagoshima city-
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図‒1．商品数の原料種類別割合
（調査結果から筆者作成）

て大きな特徴が見られず，なぜこの年に論文が多いのかについて
は，国産ジビエ認証制度の影響も視野に残しつつ再調査の余地が
ある。

鳥獣被害と結びついたジビエという内容のものが出現したのは
2006 年であったため，先述の 2005 年の出来事はやはり影響力の
あるものであったことがわかる。

3.	2005 年の出来事について
新聞記事や CiNii での調査において 2005 年に何かがあったと

いうことがわかったためそれについて情報を収集した。
その結果，2017 年に信州ジビエ研究会が発行した “ 信州ジビ

エストーリーズ（12）” において年表中 2005 年の欄に「野生鳥獣
被害に悩む農山村で，捕獲した野生鳥獣をジビエ（肉）として有
効活用しよう……。が，はじまり」という記載を発見した。具体
的な出来事については不明瞭であったが，やはり 2005 年を境に
野生鳥獣被害の対策としてジビエを利用する動きが広まったこと
は事実のようである。

尚，鳥獣法に関する法律において1999年に改正があった（11）
が，それまで保護・繁殖，育成が主たる目的であったところに管
理という理念が導入され，これが野生鳥獣被害とジビエが結びつ
く最初の要因になったと考える。

Ⅴ．今後の展望

各調査の中で 2005 年を境に長野県信州を中心に被害対策と野
生鳥獣肉の理由が結びつけられるようになったことがわかったが，
なぜその年でその場所なのかといった具体的な理由に関しては，
今回は調査の対象とすることができなかったため，引き続き調査
を進める中で明らかにしていきたい。

また，国産ジビエ認証制度の制定及び運用開始の背景として，
制定以前に処理施設が増加していたということが挙げられるが，

制定以前のジビエ流通の状況や，制定前後の変化について調査を
行いたい。

本論文の主題である「ジビエ」というワードが利用にどのよう
な影響を与えているのかは現段階ではまだ不明瞭であるため，今
後はジビエというワードに限らず，同義の他のワード（シカ肉，
獣肉等）でもこれまでと同様の調査を行いたい。
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